
子育て支援課 

子 育 て 支 援 係 

1 児童福祉 

（１）支援施設の利用 

   ア 母子生活支援施設入所状況 

世  帯  数 （世帯） 人     員 (人) 委 託 料 （円） 

２ ５ 3,990,546 
 

   イ 入院助産施設入所状況 

施 設 内 容      病院 助産院 合計 

件数 ３ ０ ３ 

委託料(円) 1,358,320 ０ 1,358,320 
 

 (２) 手当等の支給 

  ア 特別児童扶養手当認定状況 

        区分 
年度 申請件数（件） 認定件数（件） 年度末受給者数（人） 支給停止者数（人） 

平成 23年度 ７ ４ 63 ６ 

前 年 度 ７ ５ 64 ４ 
 

   イ 児童手当等の支給状況 

区分 種 別 延べ児童数（人） 支給月額（円） 支給総額（円） 

児
童
手
当 

３ 歳 未 満 10 10,000 100,000 

３歳以上小学

校修了前 

第１子・２子 38 5,000 190,000 

第３子以降 ０ 10,000 ０ 

小 計 48  290,000 

子 

ど 

も 

手 

当 
子ども手当 

３歳未満 10,848 13,000 141,024,000 

３歳以上小学校修了前 32,725 13,000 425,425,000 

中 学 生 11,878 13,000 154,414,000 

計 55,451  720,863,000 

子ども手当 
(特別措置法) 

３歳未満 5,185 15,000 77,775,000 

３歳以上 

小学校 

修了前 

第１子・２子 14,466 10,000 144,660,000 

第３子以降 1,809 15,000 27,135,000 

中 学 生 5,625 10,000 56,250,000 

計 27,085  305,820,000 

小       計 82,536  1,026,683,000 

育
成
手
当 

育 成 手 当 14,886 13,500 200,961,000 

障 害 手 当 681 15,500 10,555,500 

小 計 15,567  211,516,500 

合 計 98,151  1,238,489,500 

    ※児童手当は平成 22年３月分までの書類不備による保留分を平成 23年度に支給した額 

※種別欄の子ども手当は、平成 23年１月分までの書類不備による保留分と、平成 23年２月分から平成

23年９月分までを支給した合計額 

※種別欄の子ども手当（特別措置法）は、平成 23年 10月分から平成 24年１月分までを支給した額 
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ウ 乳幼児医療費助成事業 

就学前の乳幼児の保護者に対し、保護者の所得に関わりなく乳幼児に係る医療費の助成を行った。 
 

区分 
対象者数 

（人） 

医療費助成 

件数（件） 

医療費助成金額 

Ａ（円） 

審査支払委託料 

Ｂ（円） 

合  計 

  Ａ＋Ｂ（円） 
23年度 

都補助 
32,754 53,290 85,672,130 4,822,471 90,494,601 

23年度

市単独 
1,894 2,793 4,246,535 248,312 4,494,847 

23年度

合 計 
34,648 56,083 89,918,665 5,070,783 94,989,448 

 
 
 

区分 
対象者数 

（人） 

医療費助成 

件数（件） 

医療費助成金額 

Ａ（円） 

審査支払委託料 

Ｂ（円） 

合  計 

  Ａ＋Ｂ（円） 
22年度 

都補助 
33,520 53,757 89,577,691 4,608,931 94,186,622 

22年度

市単独 
2,029 3,332 5,406,136 292,056 5,698,192 

22年度

合 計 
35,549 57,089 94,983,827 4,900,987 99,884,814 

※市単独分は、所得制限限度額により都補助対象に該当しない就学前の乳幼児分を計上 

※対象者数は月末現在の対象乳幼児数の年間延べ人数 

※23年度都補助審査支払委託料には、年間磁気データ作成委託料 252,000 円を含む。 

 

エ 義務教育就学児医療費助成事業 

  小学１年生から中学３年生までの児童の保護者に対し、保護者の所得に関わりなく医療費の一部

助成を行った。 

区分 
対象者数 

（人） 

医療費助成 

件数（件） 

医療費助成金額 

Ａ（円） 

審査支払委託料 

Ｂ（円） 

合  計 

Ａ＋Ｂ（円） 
23 年度 

都補助 
40,614 39,731 76,702,962 3,464,748 80,167,710 

23 年度

市単独 
6,163 5,825 10,832,359 519,106 11,351,465 

23 年度

合 計 
46,777 45,556 87,535,321 3,983,854 91,519,175 

 

区分 
対象者数 

（人） 

医療費助成 

件数（件） 

医療費助成金額 

Ａ（円） 

審査支払委託料 

Ｂ（円） 

合  計 

Ａ＋Ｂ（円） 
22 年度 

都補助 
40,785 36,221 67,411,111 3,173,519 70,584,630 

22 年度

市単独 
7,370 7,175 12,872,263 643,448 13,515,711 

22 年度

合 計 
48,155 43,396 80,283,374 3,816,967 84,100,341 

※市単独分は、所得制限限度額により都補助対象に該当しない義務教育就学児分を計上 

※対象者数は、月末現在の対象児童数の年間延べ人数 

 
 
 

オ 育成医療給付申請受付件数  ４件 

 ※障害者自立支援法の規定により、身体に障害のある児童が生活能力を得るための医療費を助成す

る制度。市において支給認定書を受け付けし、東京都へ送付した。 
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２ ひとり親福祉 

 （１） ひとり親家庭ホームヘルプサービス事業実施状況 

        区分 
年度 派遣世帯数（世帯） 延べ派遣回数（回） 延べ派遣時間数（時間） 延べ時間外派遣時間数（再掲） 

平 成 23 年 度 19    566 2,830 2,156 

前 年 度        24    592 2,829 2,274 

 

（２） 児童扶養手当認定･支給状況 
区分 

年度 家庭種別 申請件数（件） 認定件数（件） 年度末受給者（人） 支給停止者（人） 支給総額（円） 

平成 23 年度 

母 子 73 73 602 74 298,088,780 

父 子 11 11 44   ６ 17,383,230 

養育者   ０   ０   １   ０ 595,280 

合 計 84 84 647 80 316,067,290 

平成 22 年度 

母 子 89 89 615 82 293,752,620 

父 子 49 49 43   ３ 5,504,520 

養育者   ０   ０   １   ０ 596,640 

合 計 138 138 659 85 299,853,780 

※平成 22 年度父子家庭欄は、平成 22 年８月からの数で、支給総額は、平成 22 年８月分から平成 22

年 11 月分までを支給した額 

 

（３） ひとり親家庭等医療費助成事業 

ひとり親家庭等（母子家庭・父子家庭又は母・父に重度の障害がある家庭）に対し、医療費
の助成を行った。 
 

区分 

年 

度 

世帯数 

（世帯） 

対象者数 

（人） 

医療費助成 

件数(件) 
医療費助成金額 

Ａ（円） 

審査支払委託料 

Ｂ（円） 

合  計 

 Ａ＋Ｂ（円） 

平成 

23年度 
7,899 14,508 15,232 39,968,838 1,192,186 41,161,024 

前年度 7,859 14,874 14,208 36,645,386 1,114,704 37,760,090 

※世帯数及び対象者数は、各月末数を合計した年間延べ数 
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（４） 母子・女性福祉資金貸付状況       （単位：件） 

区     分 母子福祉資金 女性福祉資金 

事 業 開 始          

事 業 継 続          

修 学        30  

技 能 習 得        １ １ 

修 業          

就 職 支 度          

医 療 介 護   

生 活        ２  

住 宅          

転 宅        ４  

就 学 支 度        ４  

結 婚          

合 計        41 １ 
 
 
前 年 度 合 計 52 １ 

 

（５） 母子寡婦福祉会 

     母子家庭、寡婦家庭の福祉の向上及び親睦を図るため、社会福祉協議会と各種事業を行った。 

    これに対し、市からも援助を行っている。    会員数 62 人  

 

（６） 母子家庭就労支援事業実施状況 

    母子家庭の母の就業の促進並びに職業能力の開発及び向上に資するため、経済的支援や就 

労支援を行い、資格を生かした職に結び付けている。 

                                        （単位：件） 
 母子家庭自立支援 

教育訓練給付金 
母子家庭高等技能訓練促進費 

母子自立支援プログラム 

策定事業 

平 成 23 年 度 ３ ４ 11 

前 年 度        ３ ４ 12 

  

（７）母子自立支援員の相談状況 

    母子家庭等の経済上の問題、児童の就学及び就職問題等、必要な相談、助言、指導等を行い、

母子及び寡婦の自立を支援した。 

（単位：件） 

区分 

 

 

年度 

生 活 一 般 児 童 
経済的支援 

生活援護 
その他 

計 

住宅 
医療 

健康 
就労 その他 養育 その他 

福祉 

資金 
その他 

母子生活支

援施設入所 

平成 23年度 71 71 288 171 48 50 485 123 15 1322 

前年度 63 13 127 125 28 12 169 73 7 617 

※生活一般：その他については家庭紛争、養育費等の相談 

※児童：その他については教育、非行等の相談 

※経済的支援、生活援護：その他については生活保護、各種手当等の相談 

区分 
年度 
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